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和歌山県における地域医療の現状・課題と
遠隔医療推進への期待
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※１ 次の双方の要件を充たす市町村を、過疎地域市町村という。
・ 人口要件：平成７年（１２年）までの35年間の人口減少率が30％以上、
又はこの期間の人口減少率が25%以上であり、平成７年（１２年）の高
齢者比率が24%以上である等

・ 財政力要件：平成１０年度（１２年度）までの３カ年平均の財政力指数
が0.42以下である等
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※ 平成２０年３月１日現在推計値

なお、ここでいう「過疎地域」には、上記過疎地域市町村のほか、過疎地域と

みなされる市町村、過疎地域とみなされる区域のある市町村を含む。

※２ 65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合
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労働者健康福祉機構

和歌山労災病院

日赤和歌山医療ｾﾝﾀｰ

公立那賀病院

県立医大附属病院

県立医大附属病院
紀北分院

橋本市民病院

国立病院機構

南和歌山医療ｾﾝﾀｰ

社会保険紀南病院

国保日高総合病院

新宮市立医療ｾﾝﾀｰ

有田市立病院

済生会有田病院

済生会和歌山病院

国保古座川病院

国保すさみ病院

国保野上厚生総合病院

国保串本病院

９

那智勝浦町立温泉病院

○紀の川流域や、県内主要河川の下流
　 域を中心に人口が集積し、市街地を
   形成。
○拠点病院についても、河川の下流域
　 を中心に設置されている。
○拠点病院が、中流域から上流域に
　かけて設置されているへき地診療所
　を支援。

○紀伊半島は我が国最大の半島地域であり、山間・
　へき地が多く高度医療機関まで時間がかかる地域
　が多く存在。
○そこで、山間・へき地の救急医療体制を整備する
　ため、ドクターヘリを全国に先駆け導入。
○年間約380件程度出動し、紀伊半島における救急
　患者の救命率向上に貢献。

○県内の公的病院　２１病院　＊精神病院除く

○無医地区*1　１８地区
○へき地診療所の状況
　・診療所数　３８ケ所
　・県外からの医師確保や自治医大卒業
　　医師の派遣等により診療体制を維持
　　＊H19.4　川添診療所（白浜町）
　　　　中川武正　元聖マリアンナ医科大
　　　　教授が着任 支援

支援

支援

支援

支援

患　者

◆　  ･･･　無医地区

12

▲　   ･･･　無医地区に準ずる地区*2

･･･ へき地診療所

  ･･･　公的病院

＜記載例＞

和歌山県における地域医療の概況

*1　無医地区

　　医療機関のない地区で当該地区の中心的な場所を拠点と
して、概ね半径4Kmの区域内に50人以上が居住している地区
であって、かつ容易に医療機関を利用できない地区。

＊２　無医地区に準ずる地区
　　無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と認められる地区
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厚生労働省：「平成18年医師・歯科医師・薬剤師調査」
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＊比率は病院勤務比率を示す。病院勤務医比率は全
国ワースト２位

病院勤務医数

診療所医師数

（単位：人）

平成8年 平成18年 増減
総数 2,236 2,532 296
内科 823 784 ▲ 39
外科 198 176 ▲ 22
産婦人科 111 93 ▲ 18

和歌山県における医師不足の状況

○和歌山県の人口10万人当たり医療施設従事医師数は246.5人と全国平均を上回る。

　しかし、和歌山市に約54％の医師が集中し、紀南地域を始めとして医師が不足する地域偏在が発生。

○小児科、産婦人科のみならず、内科、外科などにおいても医師数が減少するなど、診療科偏在が深刻化。

○和歌山県の人口10万人当たり診療所数は全国トップ、病院勤務医比率は全国２位の低率。

医療施設従事医師数に占める病院勤務医の比率人口10万人当たり医療施設従事医師数

県内の診療科別医師数推移
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平成15年度 平成19年度

約１割減少

32時間～, 62.8%

24～31時間, 8.4％

15～23時間, 2.6%

15時間未満, 1.8%

不明, 24.4%

　最長の連続した勤務時間が３２時間以上と回答したのは約６割。
  勤務医の長時間労働の常態化が危惧される。

医大及び医大関連病院派遣医師に対するｱﾝｹｰﾄ調査結果(H19.12月）

＊県医務課「立入検査施設表」
＊和歌山市内の公的医療機関を除く。　＊医師数は常勤の医師である。

＊県医務課調べ

（単位：人）

H17 H18 増減

救急患者総数 248,879 252,410 3,531

公的病院 124,381 125,893 1,512

○拠点病院として地域医療を支える県内公的病院の医師数は、過去５年で約１割減少。
○特に、紀南地域は他府県大学からの医師派遣割合が高く、引揚リスクが高い。現在は、県立医大の支援で診療体制
　を維持している状況。
○拠点病院の医師数が減少しても救急患者は減少せず、拠点病院の負担はますます増大。

特に深刻な拠点病院での医師不足

県内公的病院における救急患者受入状況

県内公的病院における医師数の推移 医師の最長連続勤務時間



（１）県立医科大学入学枠拡大（入学定員２５名増員）
（２）県内外からの即戦力確保・定着
　　任期付県職員として採用・派遣する「わかやまドクターバンク」や医師募集情報サイト「青洲医師ネット」
（３）医師確保修学資金による小児科医、産科医等確保

（１）県立医科大学入学定員増２５名のうち５名分について、へき地医療に従事する医師の養成枠（地域医療枠）を設置
　　　「地域医療枠」５名を対象とした修学資金制度を平成20年度創設
（２）自治医科大学卒業医師の派遣(平成20年度　９名派遣）
（３）へき地医療施設に対する運営及び施設等整備支援

（１）ドクターヘリの運航（平成15年から全国に先駆けて実施）
（２）救命救急センターの運営（県内３ケ所）
（３）子ども救急相談ダイヤル（♯8000）の充実（平成20年度から365日に拡大）
（４）病診連携の推進（開業医と勤務医との救急連携）

地域医療の課題解決に向けたこれまでの取組

１　地域の拠点病院等の医師確保

２　へき地医療体制の確保

３　救急医療体制の確保
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